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ま え が き

現代を生きる私たちは、政治・経済・文化・情報・科学・技術など様々な面において

状況が絶えず変化する社会の中にいます。今後も、少子化・高齢化の急速な進行や、グ

ローバル化にともなう国際競争の激化、地球規模での環境の変化等が予想されるととも

に、世界的に知識基盤社会へと移行しつつあり、新しい知識・情報や的確な判断力、コ

ミュニケーション能力等を身に付けることの重要性がますます増大していくものと思わ

れます。

そのような中で「基礎・基本を確実に身に付け、いかに社会が変化しようと、自ら課

題を見付け、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、行動し、よりよく問題を解決する

資質や能力」をもち、あわせて「自らを律しつつ、他人とともに協調し、他人を思いや

る心や感動する心などの豊かな人間性」や「たくましく生きるための健康や体力」を備

えた人間を育成すること、つまり「生きる力」をもつように子どもたちを教育すること

が求められています。

高等学校においては、平成25年度入学生より新しい学習指導要領が全面実施となって

います。この新学習指導要領では、「生きる力」を育むためには、「基礎的・基本的な知

識・技能」の習得と、それらを活用して課題を解決するために必要な「思考力、判断力、

表現力等」の育成をバランスよく行うことが重要であるとしています。また、｢主体的

に学習に取り組む態度」の育成も大切です。これらのいわゆる学力の三要素をバランス

よく育成するためには、指導を計画的に行うとともに、ＰＤＣＡサイクルに基づく工夫

改善を進めていく必要があります。そのためには、学習の評価についても、計画的に多

角的な観点から生徒を評価するとともに、その評価を次の指導の改善につなげる「指導

と評価の一体化」を図ることが求められています。

これらの求めに応じるためには、より一層の学習指導の工夫・改善が必要となります。

栃木県総合教育センターでは、平成17年度から「高等学校における教科指導の充実に関

する調査研究」を行ってきました。平成25・26年度は、学習指導要領の改訂の趣旨を踏

まえるとともに、指導と評価の一体化を図るための工夫改善についての調査研究に取り

組み、今年度は、地理歴史・公民科、外国語（英語）科、農業科、工業科、商業科の各

教科において実施しました。教科指導を充実させるために、本冊子を活用し、生徒の学

力向上に向けた取組の成果を上げていただきたいと願っています。

最後になりますが、調査研究を進めるに当たり、御協力いただきました研究協力委員

の方々に深く感謝申し上げます。

平成27年３月

栃木県総合教育センター所長

長 野 誠
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Ⅰ 本調査研究の背景

今年度の「高等学校における教科指導の充実に関する調査研究」は、平成21年告示の高等学校学習

指導要領の改訂の趣旨を踏まえるとともに、「指導と評価の一体化」等の各教科に求められている課題

解決を図るための教科指導の在り方を探ることに重点を置き、地理歴史・公民科、外国語科（英語）、

農業科、工業科及び商業科で実施するものである。

各教科で調査研究した内容を次章以降に提示するに当たり、まず、平成21年告示の高等学校学習指

導要領改訂の基本的な考え方及び学習評価の在り方について整理する。

１ 学習指導要領改訂の基本的な考え方

(1) 教育基本法の改正から、学習指導要領の改訂までの流れ
ア 教育基本法の改正（平成18年）

「科学技術の進歩・情報化・国際化・少子高齢化・核家族化」「価値観の多様化」「社会全体

の規範意識の低下」など、昨今の教育を取り巻く環境の変化を受けて、平成18年に教育基本法

が約60年ぶりに改正された。

新しい教育基本法では、「人格の完成」や「個人の尊厳」など、これまでの教育基本法の普遍

的な理念は大切にしつつ、時代の変化に即した内容を盛り込みながら、

○ 知・徳・体の調和がとれ、生涯にわたって自己実現を目指す自立した人間

○ 公共の精神を尊び、国家・社会の形成に主体的に参画する国民

○ 我が国の伝統と文化を基盤として国際社会を生きる日本人

の育成を目指している。

イ 学校教育法の改正（平成19年）

教育基本法の改正を受けて、学校教育法をはじめとする教育に関係する諸法令が改正された。

平成19年に改正された学校教育法では、新たに「義務教育の目標」が規定された。また、小・

中・高等学校等においては、「生涯にわたり学習する基盤が培われるよう、基礎的な知識及び技

能を習得させるとともに、これらを活用して課題を解決するために必要な思考力、判断力、表

現力その他の能力をはぐくみ、主体的に学習に取り組む態度を養うことに、特に意を用いなけ

ればならない」と定められた（第30条第2項、第49条、第62条等）。

ウ 中央教育審議会答申（平成20年）

新しく明確にされた教育の基本理念を受けて、平成20年１月に中央教育審議会答申「幼稚園、

小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善について」が出された。

この答申では、知識基盤社会への移行や、グローバル化による国際競争の激化等、大きく社会

構造が変化する中で、ますます「生きる力」が重要であるとしている。

また「生きる力」を支える「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」の調和を重視するとと

もに、学力の重要な要素は「基礎的・基本的な知識・技能の習得」「知識・技能を活用して課題

を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等」「学習意欲」の三つであるとした。

エ 高等学校学習指導要領改訂（平成21年）

以上の法改正及び答申を受けて、平成20年には小・中学校の、平成21年には高等学校・特別

支援学校の学習指導要領が改訂された。小・中学校においてはそれぞれ平成23・24年度から一

斉実施、高等学校においては原則として平成25年度入学生から年次進行で実施されている。な

お、総合的な学習の時間や数学、理科など一部の教科等では先行実施されている。
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(2) 学習指導要領改訂の基本的な考え方
今回の学習指導要領の改訂は、平成20年１月に出された中央教育審議会答申「幼稚園、小学校、

中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善について」に基づいている。この答

申の中では、学習指導要領改訂の基本的な考え方として、改正教育基本法等で示された教育の基

本理念を踏まえるとともに、

① 「生きる力」という理念の共有

② 基礎的・基本的な知識・技能の習得

③ 思考力・判断力・表現力等の育成

④ 確かな学力を確立するために必要な授業時数の確保

⑤ 学習意欲の向上や学習習慣の確立

⑥ 豊かな心や健やかな体の育成のための指導の充実

の６点を挙げており、その中でも、特に、②を基盤とした③、⑤及び⑥が重要としている。

これらをまとめると、

◇ 大きく変化する社会に生きる中で必要とされる「生きる力」を育むため、「確かな学力」

「豊かな心」「健やかな体」の調和のとれた教育をすること 【生きる力】

◇ 「確かな学力」を身に付けるためには、「基礎的・基本的な知識・技能の習得」と、それ

らを活用して「課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等の育成」をバラン

スよく行うこと 【習得と活用】

◇ 「学習意欲」を高め、家庭学習も含めた「学習習慣の確立」を図ること

【学習に取り組む態度】

などが主なポイントとして挙げられる。

２ 学習評価の在り方

平成22年３月に、中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会において、「児童生徒の学習評

価の在り方について（報告）」（以下「報告」という。）がとりまとめられた。その中で、「学習評価

の意義と学習評価を踏まえた教育活動の改善の重要性」について、次のように述べられている。

○ 学習評価は，児童生徒が学習指導要領の示す目標に照らしてその実現状況を見ることが

求められるものである。学習指導要領は，各学校において編成される教育課程の基準とし

て，すべての児童生徒に対して指導すべき内容を示したものであり，指導の面から全国的

な教育水準の維持向上を保障するものであるのに対し，学習評価は，児童生徒の学習状況

を検証し，結果の面から教育水準の維持向上を保障する機能を有するものと言える。

○ また，従前指導と評価の一体化が推進されてきたところであり，今後とも，各学校にお

ける学習評価は，学習指導の改善や学校における教育課程全体の改善に向けた取組と効果

的に結び付け，学習指導に係るPDCAサイクルの中で適切に実施されることが重要である。

特に、「教育水準の維持向上を保障する」という観点で学習評価を見ることは重要であり、単に生

徒の成績を付けるために学習評価があるのではないことに留意する必要がある。
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(1) 学習評価の基本的な考え方
先ほど述べた「報告」を受けて、同年５月に、文部科学省初等中等教育局長通知「小学校，中

学校，高等学校及び特別支援学校等における児童生徒の学習評価及び指導要録の改善等について

（通知）」（以下「改善通知」という。）が出された。

「改善通知」では、「学習評価の改善に関する基本的な考え方」を次のように述べている。

○ 学習評価を通じて，学習指導の在り方を見直すことや個に応じた指導の充実を図ること，

学校における教育活動を組織として改善することが重要であること。その上で，新しい学

習指導要領の下における学習評価の改善を図っていくためには以下の基本的な考え方に沿

って学習評価を行うことが必要であること。

【1】 きめの細かな指導の充実や児童生徒一人一人の学習の確実な定着を図るため，学習

指導要領に示す目標に照らしてその実現状況を評価する，目標に準拠した評価を引き

続き着実に実施すること。

【2】 新しい学習指導要領の趣旨や改善事項等を学習評価において適切に反映すること。

【3】 学校や設置者の創意工夫を一層生かすこと。

また、「報告」においては、

○ 学習状況を分析的に見る「評価の観点」については，成績付けのための評価だけでなく，

指導の改善に生かす評価においても重要な役割。

○ そのため，今回，学習指導要領等で定める学力の3つの要素に合わせ，評価の観点を整

理することとし，概ね，

【1】 基礎的・基本的な知識・技能は「知識・理解」「技能」において，

【2】 これらを活用して課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等は「思

考・判断・表現」において，

【3】 主体的に学習に取り組む態度は「関心・意欲・態度」において，

それぞれ評価を行うことと整理。

○ 各教科の評価の観点は上に示した観点を基本としつつ教科の特性に応じて設定。

としており、簡潔に言えば次の３点、

◇ 観点別学習状況の評価の実施

◇ 目標に準拠した評価（いわゆる絶対評価）の実施

◇ 指導と評価の一体化

の更なる充実が求められている。

なお、「報告」では、高等学校における学習評価の現状と課題として「（高等学校においては）

小・中学校ほど十分な定着は見られない」と指摘し、高等学校においても、評価による指導の改

善を図るとともに、評価を通じた教育の質の保証を図るため、観点別学習状況の評価を推進して

いくことが必要であるとしている。ただし、高等学校においては、各学校の生徒の特性、進路等

が多様であることへの配慮も必要としている。
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(2) 観点別評価
これまで述べてきたとおり、学力の三つの要素を適切に評価するために、原則として四つの観

点で学習評価を行うことが求められている。

学力の三つの要素 学習評価の観点

「知識・理解」
○ 基礎的・基本的な知識・技能

「技能」

○ 知識・技能を活用して課題を解決する
「思考・判断・表現」

ために必要な思考力・判断力・表現力等

○ 主体的に学習に取り組む態度 「関心・意欲・態度」

ただし、上の四つの観点を基本としつつ教科の特性に応じて「各教科の評価の観点」をそれぞ

れ設定している。

これまで、学校においては「ペーパーテストの点数による評価」が中心で、「知識・理解」への

偏重があり、更にはいわゆる「詰め込み型の学習」につながる面もあった。また、経済協力開発

機構（OECD）が行う「生徒の学習到達度調査（PISA）」などの国際調査の結果から、日本の児童生

徒には「読解力」「表現力」「知識の活用能力」「学習意欲」などの面で課題があると指摘された。

これらの反省から、小・中学校においては「思考力・判断力」等のペーパーテストには現れにく

い学力を適切に評価するための取組がなされ、観点別評価が着実に実施されている。一方、高等

学校においては、指導要録に「観点別学習状況の評価」を記載することとはされておらず、観点

別評価が小・中学校に比べると定着していない状況にある。

高等学校においても、ペーパーテストだけでなく、日頃から観察、生徒との対話、ノート、

ワークシート、学習カード、作品、レポート、質問紙、面接などの様々な評価方法の中から、学

習活動の特質、評価の観点、場面などに応じて、生徒の学習状況を的確に評価できる方法を選択

することが大切である。

(3) 目標に準拠した評価
以前、小・中学校では児童生徒の成績を集団の中にお

ける相対的な位置（順位）により評価する「集団に準拠

した評価」（いわゆる相対評価）が行われていた。

平成10年の学習指導要領改訂にともなって学習評価の

在り方が見直され、現在のような児童生徒一人一人の学

習状況を学習指導要領の定める目標に対する実現状況に

よって評価する「目標に準拠した評価」（いわゆる絶対

評価）に改められた。右の図１、図２にそれぞれのイメ

ージを示す。

「集団に準拠した評価」においては、「どのような集

団においても学業成績の分布はほぼ同じになる」という

考え方が根底にある。この考えを基にして上位から何％

は「評定：５」のように、順位による評定を行うことに

なる。しかし、実際には集団によって分布に違いがあり、

また児童生徒一人一人の達成度を適切に評価する必要か

ら、「目標に準拠した評価」に改められた。

図２ 目標に準拠した評価のイメージ

図１ 集団に準拠した評価のイメージ
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「目標に準拠した評価」においては、「児童生徒一人一人が、学習の目標をどの程度達成してい

るか」によって評価を行う。そのためには「学習の目標を達成した」とはどのような状況かを各

教科の観点別に明確化しておく必要があり、その判断の拠り所とするものを評価規準という。評

価規準は通常、学習の内容ごとに学習指導要領の定める学習の目標と照らし合わせて「おおむね

満足できる状況」を示す。

例えば、理科の科目「物理基礎」の学習内容において、「イ 様々な力とその働き」のうちの「(ｲ)

力のつり合い」の目標は、（学習指導要領より）次のように設定できる。

目 標： 物体に働く力のつり合いを理解する。

この目標が、「達成された状況」とはどういう状況であるかを観点別に具体的に示したものが評

価規準であり、例えば、

「関心・意欲・態度」：○身の回りの物体における力のつり合いを考察しようとしている。

「思考・判断・表現」：○物体に働く力がつり合う条件について考察している。

○物体に働く力のつり合いから、未知の力を見いだしている。

「実験・観察の技能」：○力の三要素に留意して、力をベクトルの矢印で表している。

「知識・理解」 ：○力は、向きをもつベクトル量であることを理解している。

○複数の力について、向きを考えて合成している。

などとなる。これらの評価規準は、各学校において、生徒の実態等を考慮して学習指導計画とと

もに設定することになる。

なお、評価規準の語尾については、『～しているか。』（疑問形）や『～することができる。』（可

能表現）などを用いる例が散見されるが、評価規準は「おおむね満足できる状況」を示すもので

あるから、原則として『～している。』などとするのが望ましい。ただし、「関心・意欲・態度」

の観点で『～しようとしている。』という表現を用いたり、教科の特性によっては「思考・判断・

表現」や「技能」の観点で『～できる。』という表現を用いたりすることもある。

授業時には、設定した評価規準に照らし合わせて、

Ａ：「十分満足できる」 Ｂ：「おおむね満足できる」 Ｃ：「努力を要する」

のいずれになるかを判断する。その際に、判断の基準とするものを「評価基準」と言うことがあ

る。例えば、「10問の評価問題中、８問以上を正解した場合をＡ、６～７問正解した場合をＢ」と

したり、「物体に働く力がつり合う条件について考察していればＢ、物体の運動状態と関連づけて

働く力のつり合いを考察している場合をＡ」としたりするなどの基準が考えられる。いずれの場

合でもＢに達しない状況をＣとする。

ここで、「評価規準」と「評価基準」という二つの語を使い分けているので注意したい。これら

の違いは、前ページの図２において次のように例えると分かりやすい。

評価規準（目標を達成した状況を明確化したもの）＝ものさしの種類

評価基準（評価を出す段階における判断の基準） ＝ものさしの目盛

以上のように、各単元（題材）毎に「観点別学習状況の評価」を行い、最終的にはそれを評定

へと総括する。

なお、「評価規準の作成，評価方法等の工夫改善のための参考資料 ～新しい学習指導要領を踏

まえた生徒一人一人の学習の確実な定着に向けて～」（国立教育政策研究所教育課程研究センター

平成24年７月－「専門教科」については平成25年３月）には、各教科ごとの評価規準の設定例や総括

の仕方等がまとめられているので、参考にするとよい。
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(4) 指導と評価の一体化
既に述べたように、学習評価の目的は、単に生徒の成績を付けるためにあるのではなく、教育

の質を保証する役割がある。とりわけ、学習評価の結果から、個に応じた指導を行ったり、学習

指導の在り方を見直したりすること、つまり「指導と評価の一体化」が求められている。

学習評価を単に学習指導の結果としてとらえるのではなく、評価を通じて指導の改善を行った

り、組織的な見直しをしたりするなど、指導と評価を一体的に行うことが重要である。そのため

には、「成績を付けるための評価」だけでなく「指導に生かす評価」を行い、それを学習指導に係

るＰＤＣＡサイクルに組み込むことが大切である。具体的には、

① 「指導計画」を立案する際に「評価計画」を立てる。

② その際に、評価の観点のバランスに留意する。

③ また、総括の資料とする評価（成績を付けるための評価）だけでなく、「指導に生かす評

価」を盛り込むよう留意する。

④ 評価の結果から、指導上の成果や課題を検証し、次の指導に生かす。

⑤ 個々の達成状況の把握から、達成度が不十分な生徒に対して指導の手立てを講じる。

などがポイントとなる。

これらの取組により、次のようなメリットがあると考えられる。

○ あらかじめ学習内容の指導計画とともに評価の観点を生徒に示すことにより、生徒にポ

イントを押さえた学習をさせるとともに、学習意欲の向上を図ることができる。

○ 指導計画とともに評価の観点を明確にすることにより、特定の観点に偏ることなく、バ

ランスの取れた指導をすることができる。

○ ペーパーテスト、ノート、レポート、発問等の様々な評価方法の中から、評価の目的・

場面等に応じて適切なものを選択することができる。

○ 個々の達成状況をこまめに確認することにより、きめ細かい指導をすることができる。

○ 評価が計画的・客観的になり、信頼性が高まるとともに、教育水準の保障に寄与する。

ここに挙げたもののほかにも、「指導と評価の一体化」によって、様々な効果を期待することが

できる。以下では、各教科における指導と評価の一体化の在り方と、実践事例を紹介する。
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Ⅱ 公民科における指導と評価について

１ 公民科における指導と評価

(1) 「公民科」の目標
高等学校学習指導要領において、公民科の目標は以下のとおりである。

広い視野に立って，現代の社会について主体的に考察させ，理解を深めさせるとともに，人間と

しての在り方生き方についての自覚を育て，平和で民主的な国家・社会の有為な形成者として必要

な公民としての資質を養う。

この目標については、これまでの学習指導要領の趣旨を受け継ぎ、改正された教育基本法第一

条の「平和で民主的な国家及び社会の形成者」という表現に合わせて、文言が一部改められてい

る。

(2) 「公民科」における観点別評価について
平成20年１月の中央教育審議会答申において、公民科の改善の基本方針及び公民科の改善の具

体的事項について示された。改善の具体的事項には以下のように示されている。

公民科については，よりよい社会の形成に自ら参画していく資質や能力を育成するため，各科目

の専門的な知識，概念や理論及び倫理的な諸価値や先哲の考え方などについて理解させるとともに，

それを手掛かりに各科目の特質に応じて取り上げた諸課題を考察させ，社会的事象に対する客観的

で公正な見方や考え方と人間としての在り方生き方についての自覚を一層深めることを重視して改

善を図る。

・ 「現代社会」については，倫理，社会，文化，政治，法，経済にかかわる現代社会の諸課題を

取り上げて，人間としての在り方生き方についての学習や，議論などを通して自分の考えをまと

めたり，説明したり，論述したりするなど課題追究的な学習を一層重視する。

・ 「倫理」については，人間としての在り方生き方への関心を高めることを重視し，その手掛か

りとして先哲の考え方を取り上げるとともに，自分自身の判断基準を形成するために必要な倫理

的な諸価値について理解と思索を深めさせる。また，生命，環境，情報，文化などを取り上げて，

課題追究的な学習や討論を行うことを一層重視し，社会の一員としての自己の生き方を探求でき

るようにする。

・ 「政治・経済」については，習得した知識，概念や理論などを活用し，課題を追究させる学習

を一層充実させ，政治や経済についての見方や考え方を培うようにする。また，グローバル化や

規制緩和の進展，司法の役割の増大などに対応して，法や金融などに関する内容の充実を図る。

「各科目の特質に応じて取り上げた諸課題を考察させ，社会的事象に対する客観的で公正な見

方や考え方と人間としての在り方生き方についての自覚を一層深める」とあるように、習得した

知識や概念、技能などを用いて、各科目でまとめとしてそれぞれの特質に応じた諸課題について

探究させることを通し、現代社会の諸事象について考察し、社会的事象についての見方や考え方

を成長させるようにした。また、各科目に「課題追究的な学習」を重視、充実とあるように、考
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察した内容を説明したり自分の考えを論述したり、討論したりする言語活動を通して、社会的事

象についての見方や考え方を成長させるように授業を工夫、改善する必要がある。

そのためには、評価も工夫、改善しなければならない。これまでの公民科における評価の観点

は、「関心・意欲・態度」「思考・判断」「資料活用の技能・表現」「知識・理解」であった。今

回の改訂により評価の観点が「関心・意欲・態度」「思考・判断・表現」「資料活用の技能」「知

識・理解」となった。「資料活用の技能」については、これまでの「資料活用の技能・表現」を

引き継ぐ形になっている。なお、地理歴史科においても同様である。

(3) 「公民科」における学習評価
学習指導要領を踏まえ、公民科の特性に応じた評価の観点及びその趣旨は、次のとおりであ

る。

関心・意欲・態度 思考・判断・表現 資料活用の技能 知識・理解

現代の社会と人間に 現代の社会と人間にか 現代の社会と人間にか 現代の社会的事象と

かかわる事柄に対する かわる事柄から課題を見 かわる事柄に関する諸資 人間としての在り方生

関心を高め，意欲的に いだし，社会的事象の本 料を収集し，有用な情報 き方とにかかわる基本

課題を追究するととも 質や人間の存在及び価値 を適切に選択して，効果 的な事柄を理解し，そ

に，平和で民主的なよ などについて広い視野に 的に活用している。 の知識を身に付けてい

りよい社会の実現に向 立って多面的・多角的に る。

けて参加協力する態度 考察し，社会の変化や様

を身に付け人間として 々な考え方を踏まえ公正

の在り方生き方につい に判断して，その過程や

ての自覚を深めようと 結果を適切に表現してい

する。 る。

評価は、生徒にとって自分の学習に対する成果を見つめ直し、今後の学習をより一層充実さ

せるための指標となるものであり、後の学習支援に生かしてこそ意味があるものとなる。つま

り、指導と評価は別物でなく、評価の結果によって後の指導を改善し、さらに次の指導の成果

を再度評価するという、指導に生かす評価を充実させることが重要である。そのため、「指導」

と「評価」の一体化を意識した授業を行わなければならない。

評価の方法は、ペーパーテストのほか、観察、ノート、レポート、ワークシート、作品など

を用い、その選択・組合せを工夫する。学期末や学年末だけでなく、目的に応じ、単元ごと、

単位時間ごとに行うなど、評価の時期を工夫する。

公民科では、観点別評価を行うために、以下の点に留意する。

○内容のまとまりごとに学習指導のねらいが明確になっていること

○内容のまとまりごとの学習指導のねらいが実現されたとき、生徒はどのような状態になってい

るかが具体的に想定されていること

○学習指導のねらいが実現されたかどうかを評価する方法、手順が準備されていること

「内容のまとまり」とは、評価を行う学習内容の単位を中項目レベルと考え、評価を行う。
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２ 各科目における指導と評価

(1) 「現代社会」
ア 観点別評価について

現代社会においては学び方の習得を図ることを科目の特色としている。また、現代社会を

構成する知識・概念の理解にとどまることなく、生涯にわたって自分自身の在り方生き方に

ついて主体的に考え続ける力を養うこともねらいとされている。

このような科目の特性を持つ現代社会のねらいを達成するためには、内容のまとまりごと

に４つの観点別に分析的に評価し、生徒の学習状況を把握する観点別評価が有効である。

現代社会の特性に応じた評価の観点の趣旨は、「評価規準の作成，評価方法等の工夫改善の

ための参考資料【高等学校 公民】」に示されている。また、内容のまとまりごとの評価規準

に盛り込むべき事項及び評価規準の設定例を記載している。

イ 評価規準の設定について

内容のまとまりごとの評価規準に盛り込むべき事項を設定する際の基本形を以下のとおり

設定している。

関心・意欲・態度 思考・判断・表現 資料活用の技能 知識・理解

・(社会的事象)に対する関 ・(社会的事象)から課題を ・(社会的事象)に関す ・(知識・概念など)

心を高め，それを意欲的に 見いだし，(在り方など)に る諸資料を様々なメデ について理解し，そ

追究し，(在り方など)につ ついて幸福，正義，公正な ィアを通して収集し， の知識を身に付けて

いて考察しようとしてい どを用いて多面的・多角的 学習に役立つ情報を適 いる。

る。 に考察し，社会の変化や様 切に選択して，効果的

々な立場，考え方を踏まえ に活用している。

公正に判断して，その過程

や結果を様々な方法で適切

に表現している。

この基本形は、あくまでも例であり、全ての文言を当てはめる必要はない。基本形を参考と

しながら、内容のまとまりごとの特性や生徒の実態等を踏まえて適切な評価規準を設定するこ

とが、現代社会の指導に生かす評価につながることになると考えられる。なお、( )には、

内容のまとまりに合ったことを入れる。

(2) 「倫理」
ア 観点別評価について

倫理については、人間としての在り方生き方への関心を一層高め、その手掛かりとして先哲

の考え方を取り上げて自分自身の判断基準を形成するために必要な倫理的諸価値について理解

や思索を深めるとともに、課題を探究する学習を一層重視し、論述や討論などの言語活動を充

実させ、社会の一員としての自己の生き方を探求できるようにすることが重要である。

また、高等学校における道徳教育としての「人間としての在り方生き方に関する教育」の
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中核的な指導場面として示されている。道徳的心情、道徳的判断力、道徳的実践意欲と態度な

どの道徳性を養うことに留意しつつ、４つの観点別による評価を行うことが求められている。

生徒が学習内容を単に知識として受け止める学習ではなく、自己の課題として受け止める学

習にしなければならない。そのため、青年期における自己の確立において「関心・意欲・態度」

の観点による評価は大切である。

生徒が生きる主体としての自己を確立する上での核となる「自分自身に固有な選択基準ない

し判断基準」を形成することを目指している。そのため、諸事象の関係付けや分析・総合など

の思考活動を促すことが重要であり、「思考・判断・表現」の観点から適切に評価し、指導の

改善につなげることが求められている。

古典や先哲の著作・解説ばかりでなく、文学作品や美術作品、音楽、新聞や雑誌の記事、映

画や演劇、テレビやラジオの番組、高校生の作文や日記などを教材としていることから、「資

料活用の技能」の評価を適切に行うことが必要である。

人間としての在り方生き方などの基本的な事柄を自己の課題とつなげて理解させ、人格形成

に生かす知識として身に付けさせる指導が重要である。そのため、「知識・理解」の観点から

の評価を適切に行うことが求められている。

このような科目の特性を持つ倫理のねらいを達成するためには、内容のまとまりごとに４

つの観点別に分析的に評価し、生徒の学習状況を把握する観点別評価が有効である。

イ 評価規準の設定について

倫理の特性に応じた評価の観点の趣旨は、「評価規準の作成，評価方法等の工夫改善のため

の参考資料【高等学校 公民】」に示されている。また、内容のまとまりごとの評価規準に盛

り込むべき事項及び評価規準の設定例を記載している。倫理においては科目の特質を踏まえ

て、記載様式に「現代社会」及び「政治・経済」とは一部相違する点がある。盛り込むべき

事項については、「思考・判断・表現」の観点における判断の部分に「主体的かつ」が付け加

えられる一方で、「資料活用の技能」の観点においては「効果的に」を削除している。

「思考・判断・表現」の観点については、内容の特性や生徒の実態等を踏まえて適切な評価

規準を設定する。

(3) 「政治・経済」
ア 観点別評価について

大項目「（３）現代社会の諸課題」では、習得した知識、概念や理論などを活用し、持続可

能な社会の形成という視点から課題を探究させ、政治や経済についての見方や考え方を身に

付けさせることの一層の充実が図られている。

見方や考え方とは、政治や経済に関する事象相互の関連や本質を捉える概念的な枠組みと

考えることができ、それらを身に付けさせるためには、政治や経済の基本的な概念や理論を具

体的な事例を通して学習させるとともに、実際に政治や経済に関する事象相互の関連や本質に

ついて探究させることが必要となる。その際には、広い視野に立って客観的に考察する力や態

度を養うとともに，探究の方法や技能を身に付けさせることも大切である。

公正な判断力を育成するための手立てとして、現実の社会においては様々な立場や考え方

があることについて理解し、それらを踏まえて現代社会の諸課題について判断させ、社会に対

する健全な批判力を育成することも必要となる。

このような政治・経済のねらいを達成するためには、内容のまとまりごとに４つの観点別に
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分析的に評価し、生徒の学習状況を把握する観点別評価が有効である。

イ 評価規準の設定について

政治・経済の特性に応じた評価の観点の趣旨は、「評価規準の作成，評価方法等の工夫改善

のための参考資料【高等学校 公民】」に示されている。また、内容のまとまりごとの評価規

準に盛り込むべき事項及び評価規準の設定例を記載している。内容のまとまりごとの評価規

準に盛り込むべき事項を設定する際の基本形を以下のとおり設定している。

関心・意欲・態度 思考・判断・表現 資料活用の技能 知識・理解

・(社会的事象)に対する関 ・(社会的事象)から課題を ・(社会的事象)に関す ・(知識・概念など)

心を高め，(特質など)を意 見いだし，(特質など)を多 る諸資料を様々なメデ について理解し，そ

欲的に追究し，(在り方な 面的・多角的に考察し，(在 ィアを通して収集し， の知識を身に付けて

ど)について客観的に考察 り方など)について社会の 学習に役立つ情報を適 いる。

しようとしている。 変化や様々な考え方を踏ま 切に選択して，効果的

え公正に判断して，その過 に活用している。

程や結果を様々な方法で適

切に表現している。

この基本形は、あくまでも例であり、全ての文言を当てはめる必要はない。基本形を参考と

しながら、内容のまとまりごとの特性や生徒の実態等を踏まえて適切な評価規準を設定するこ

とが、政治・経済の指導に生かす評価につながることになると考えられる。なお、( )に

は、内容のまとまりに合ったことを入れる。

＜引用・参考資料＞

文部科学省『高等学校学習指導要領解説 公民編』（平成22年）

国立教育政策研究所『評価規準の作成，評価方法等の工夫改善のための参考資料【高等学校 公民】』

（平成24年７月）

「中等教育資料」学事出版（平成25年６月）

全国公民科・社会科教育研究会 授業研究委員会編『高等学校公民科とっておき授業ＬＩＶＥ集』

清水書院
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３ 指導と評価の一体化を図った実践例
本調査研究では、「現代社会」、「政治・経済」において指導と評価の一体化に関する実践を行っ

た。各事例の概要を以下に示す。

事例１ 「現代社会」における指導と評価の工夫

～「私たちの生きる社会」の学習を通して～

本事例では、「現代社会」の単元「私たちの生きる社会」を取り上げた。社会の在り方を考察す

る基盤として、幸福、正義、公正などについて理解させ、いかに生きるかを主体的に考察すること

を目指した指導と評価の一体化を試みた。

事例２ 「政治・経済」における指導と評価の工夫Ⅰ

～多様な角度から考察することを目指して～

本事例では、「政治・経済」での「裁判所の機能としくみ」「国際政治と日本」を取り上げた。

ワークシートを用い、様々な立場で考察したことをグループ学習を通して深めることを目指した指

導と評価の一体化を試みた。

事例３ 「政治・経済」における指導と評価の工夫Ⅱ

～ディベートを通して課題を探究する学習を目指して～

本事例では、「政治・経済」の「現代社会の諸課題」の中から日本の貿易と経済摩擦を取り上げ

た。ＴＰＰについての調べ学習とディベートを通して、貿易、農業、医療などの諸課題を考察する

ことを目指した指導と評価の一体化を試みた。
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Ⅲ 実践事例

事例１ 「現代社会」における指導と評価の工夫

～「私たちの生きる社会」の学習を通して～

１ ねらい

新学習指導要領において「現代社会」では、大項目に「私たちの生きる社会」が新設された。この

大項目は、現代社会に生きる生徒がよりよい社会を形成していくために、現代社会における諸課題を

とらえ、考察するための枠組みを身に付けさせるとともに、21世紀に入りますます激しく変化する社

会に対する関心を高め、この社会の中でいかに生きていくのかを考察することの大切さを自覚させる

ことを主なねらいとしている。内容では、生命、情報、環境などを取り扱うこととなっている。

この事例では、生命、情報、環境を取り上げる。現代社会の諸課題を捉えて、現在起こってい

る様々な問題について考察するための基本的な枠組みを構成するものとして幸福、正義、公正を理

解させ、身に付けることをねらいとする。

授業に際して、多くの資料を提示することで、生徒が自ら考えられるような環境を整え、その考え

をワークシートにまとめられるようにした。また、授業の内容や活動を踏まえて評価を試みた。

２ 授業実践

（1）単元名 私たちの生きる社会

（2）単元の目標

現代社会における諸課題を扱う中で、社会の在り方を考察する基盤として、幸福、正義、公

正などについて理解する。

現代社会に対する関心を高め、いかに生きるかを主体的に考察することの大切さを自覚する。

（3）単元の評価規準

関心・意欲・態度 思考・判断・表現 資料活用の技能 知識・理解

・生命、情報、環境の ・生命、情報、環境につ ・生命、情報、環境 ・生命、情報、環境

諸課題に対する関心を いて自己との関わりに着 の諸課題に関する諸資 の現状や課題、社会

高め、それらを意欲的 目して課題を見いだして 料を様々なメディアを の在り方を考察する

に追究し、自己の生き いる。 通して収集し、学習に 基盤としての幸福、

方と関連させながら考 ・幸福、正義、公正など 役立つ情報を適切に選 正義、公正などにつ

察しようとしている。 を用いて多面的・多角的 択して、効果的に活用 いて理解し、その知

に考察し、社会の変化や している。 識を身に付けている。

様々な立場、考え方を踏

まえ公正に判断して、適

切に表現している。
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(4) 単元の指導計画と評価計画（５時間）

次 時 学習内容・ねらい等 評価の観点 評 価 規 準 等

関 思 技 知

１ １ ・テクノロジーの進歩と生命倫 ● ・安楽死と尊厳死について様々な考えがあることを理

理 解するとともに、インフォームドコンセントの役割

○インフォームドコンセントの を理解している。

役割を理解する。

１ ○生命倫理から遺伝子組み換え ● ・バイオテクノロジーの進展により、対立が生じるよ

食品は、人類の未来を明るく うになったことを理解している。

するものかを考える。 ● ・遺伝子組み換え食品の在り方について、幸福、正義、

公正などの観点から多面的・多角的に考察してい

る。

２ １ ・高度情報社会に生きる ● ・情報機器に関する諸資料を収集し、学習に役立つ情

○情報化の進展が社会に及ぼす 報を適切に選択して、効果的に活用している。

影響、高度情報社会の課題に ● ・情報化の進展が社会に及ぼす影響、高度情報社会の

ついて考える。 課題について幸福、正義、公正などを用いて多面的

・多角的に考え、表現している。

３ １ ・地球環境問題 ● ・地球環境問題の原因と国際的に解決するための条約

○地球環境問題の原因と解決す 等を理解する。

るための条約を理解し、環境 ● ・環境破壊がそのまま進むことによる弊害についての

破壊の影響について関心を高 関心を高める。

める。

１ ○地球温暖化の進行から、各国 ● ・地球温暖化に対する各国の立場を幸福、正義、公正

の立場を理解し、地球環境問 などから考察している。

題全体の解決策を考える。 ● ・地球環境問題に対する解決策を、日本や自己の在

り方と関連させながら考察しようとしている。

本事例では、ゴシックの部分の指導と評価についての実践を取り上げる。

３ 授業の様子

（1）第１次

第１次において、生命・倫理の学習として、幸福、正義、公正を用いて理解したり、考察し

たりする実践を行った。特に第１次では、基本的な考え方を理解できるような展開で行った。

授業では、ワークシートを用い、考えたことを記入できるように工夫した。

第１時で医療技術の発達について理解させ、尊厳死と安楽死について対立する様々な考えが

あることやインフォームドコンセントの役割についての理解を図った。第２時では、遺伝子組

み換え食品を取り上げ、あらかじめ提示した開発に賛成する立場と反対する立場の意見を分類

させた。そして、対立する意見を合意に導くためにはどうすべきかを考察させた。その際、ペ

ア学習を取り入れ、意見交換をする時間をとった。

現代社会の諸課題を捉えて考察する基本的な枠組みとして幸福、正義、公正などがあること

を理解させ、これらが社会の在り方を考察する上で大切であることを理解させた。第１次の評
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価は、授業中の観察、ワークシート記述内容により行った。

（2）第２次

第１次で現代社会の諸課題を捉えて考察する基本的な枠組みとして幸福、正義、公正などが

あることを理解できていたと判断したため、第２次では高度情報社会を取り上げ、身近な情報

機器から幸福、正義、公正について考察する実践を行った。実施内容は、以下のとおりである。

本時の目標

・情報機器に関する諸資料を収集し、学習に役立つ情報を適切に選択して、効果的に活用する。

・情報化の進展が社会に及ぼす影響、高度情報社会の課題について幸福、正義、公正などを用い

て多面的・多角的に考え、表現する。

本時の指導（第３時）

学習内容 生徒の学習活動 指導上の留意点 評価

導 入 進む情報の高 ・情報の高度化をもたら ・身の回りにある情報機器を

度化 す背景を知る。 ワークシートに記入させ

る。

展 開 高度情報社会 ・情報発達のメリット・ ・利便性・危険性などから考

の課題 デメリットを考える。 察させる。

・個別に考察させ、机間指導

で分からない生徒を支援す

る。

・ペアを作り、意見交換をさ

せる。

高度情報社会 ・情報機器発達の変遷に

とモラル ついて理解する。

・ポスターとアンケート ・個別に考察させ、机間指導 ・情報機器に関する

から情報に関わる課題 で理解が不十分な生徒を支 諸資料から、学習

を考察する。 援する。 に役立つ情報を適

・ペアを作り、意見交換をさ 切に選択して読み

せる。 取り、活用してい

・高度情報社会に潜む問 ・プライバシー侵害のおそれ る。

題点や高度情報社会を など、高度情報社会に潜む 【観察・ワークシー

生きていく上で必要な 問題点について説明する。 ト】（技）

モラルを理解する。 ・高度情報社会における主体

・情報の格差について理 的な判断力の重要性と、そ

解する。 れを身に付けるための方法

についても理解させる。

ま 高度情報化の ・高度情報社会の課題、 ・個別に考察させ、机間指導 ・情報化の進展が社

と 進展と価値観 高度情報社会を生きる で理解が不十分な生徒を支 会に及ぼす影響、

め の変化 私たちに求められてい 援する。 高度情報社会の課
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るものは何か考える。 ・ペアを作り、意見交換をさ 題について幸福、

・ワークシートを提出す せる。 正義、公正などを

る。 ・数名指名し、発表させる。 用いて多面的・多

角的に考え、表現

している。

【観察・発問・ワー

クシート】（思）

導入として、自分の身の回りにはどのような情報機器があるかをワークシートNo.１資料１に

記入させた。現在の高校生は、情報機器に接している機会は多いため、携帯電話、スマートフ

ォン、タブレットなどの情報機器を記入することができていた。

次に、情報機器を使用するメリット・デメリットを個人で考えさせ、記入させた。机間指導

を行い、生徒の様子を確認した上でペアで記入内容を確認させた。第１次でも見られたことで

あるが、相手に意見や考えを伝えたり、相手の意見や考えを聞いたりすることで新たな意見や

考えに気付くことができていた生徒もいた。また、第１次よりも聞く姿勢が良くなり、自然な

会話も生まれ、教室全体の雰囲気が変わることを感じた。

＜生徒の書いた主な意見＞

＜メリット＞ ＜デメリット＞

・世の中のことが分かる ・生活が不規則になる

・情報を速く（簡単に）手に入れられる ・間違った情報を信じてしまう

・多機能 ・時間が奪われる（依存性）

・情報が多量 ・ネット上のトラブル

・いつでも、どこでも（持ち運びが可能） ・情報過多・モラルの問題（マナー等）

・ＧＰＳ機能 ・安全性に疑問がある

・連絡が取りやすい（双方向性） ・個人情報の流出

・犯罪に巻き込まれる可能性がある

・目が悪くなる

情報機器や情報手段の変化について、生活にどのような変化が起こったのか、理由や歴史的

背景を含めて説明をした。そして、情報機器の中から携帯電話を取り上げ、情報に関わる課題

（モラルなど）を考察する基盤として幸福、正義、公正などについて理解し、その知識を身に

付けるために、ポスターとアンケートを活用した。

まず、ワークシートNo.１のポスターが訴えていることを各自で考えさせ、ある程度、記入が

終わったところで、ワークシートNo.２資料２を配布し、アンケート結果の読み取りと自分の考

えを記入させた。ペア学習を行い、お互いの意見を述べる時間をとった。

ここで、机間指導をしながらポスターやアンケートの読み取りについての評価を行った。ま

た、授業後にワークシートNo.１とNo.２を回収し、再度評価を行った。
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本時の目標

・地球温暖化に対する各国の立場を幸福、正義、公正などから考察する。

・地球環境問題に対する解決策を、日本や自己の在り方と関連させながら考察しようとする。

本時の指導（第５時）

学習内容 生徒の学習活動 指導上の留意点 評価

導 入 地球環境問題 ・地球環境問題について確 ・前時の内容を簡単に復習

認する。 する。

展 開 地球温暖化 ・二酸化炭素排出量のグラ

フを読み取る。

・二酸化炭素排出量が増加 ・個別に考察させ、机間指 ・地球温暖化に対

している国やその影響で 導で理解が不十分な生徒 する各国の立場

危機に瀕している国の立 を支援する。 を幸福、正義、

場を考える。 ・ペアを作り、意見交換を 公正などから考

・地球温暖化問題の解決策 させる。 察している。

を考える。 【観察・ワークシ

ート】（思）

ま 地球環境問題 ・これからの日本と自分が ・個別に考察させ、机間指 ・地球環境問題に

と の解決に向け できることを考える。 導で理解が不十分な生徒 対する解決策

め て を支援する。 を、日本や自己

・グループを作り、意見交 の在り方と関連

換をさせる。 させながら考察

しようとしてい

る。

【観察・ワークシ

ート】（関）

ワークシートNo.３資料３の二酸化炭素排出量の推移のグラフから、どの国が多くの二酸化炭

素を排出しているかを読み取らせた。また、指名して排出量が増加している国の特徴を答えさ

せた。

第１次、第２次で進めてきた「幸福、正義、公正」という思考の枠組みを定着させるために、

地球温暖化の原因である二酸化炭素の排出量が増えているのはなぜかを、アメリカ、中国、日

本の立場で考察させた。また、このまま地球温暖化が進むと水没してしまう恐れのあるモルデ

ィブの主張を考察させた。それらを踏まえて、解決策としてどんなことが考えられるかを記入

させた。

これまでと同様に、まず個人で考えさせ、ある程度記入が終わったところで、ペア学習に切

り替えて作業をさせた。また、机間指導をしながら地球温暖化に対する各国の立場を幸福、正

義、公正などから理解しているかの評価を行った。また、授業終了時にワークシートを回収し、

再度評価を行った。
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「思考・判断・表現」の評価規準

地球温暖化に対する各国の立場を幸福、正義、公正などを用いて考察している。

生徒の状況は、ほとんどの生徒が各国の主張を資料集などから読み取り、

記入することができた。ただし、何を記入するべきか迷っている生徒も見

られた。

幸福、正義、公正などの思考の枠組みから多面的・多角的に記入した生徒を「おおむね満足で

きる」状況（Ｂ）と判断した。また、幸福、正義、公正などを用いて多面的・多角的に考察した

上で、自分の考えを書くことができた生徒を「十分に満足できる」状況（Ａ）と判断した。また、

「努力を要する」状況（Ｃ）と判断した生徒には、机間指導で手掛かりを提示したり、ペア学習

で相手の意見を聞かせたりして、ワークシートに記入させた。

＜生徒の書いた主な意見＞

地球温暖化を防止するために考えられることは

・住居を失う人たちを優先的に救うように、モルディブなどの水没の危機にある国が二酸化炭素

排出を減らすようにアピールする。

・二酸化炭素排出量を減らすことを前提に、各国の代表が集まって、納得のいくまで話し合いを

する場を作る。

・排出量が多い国は、具体的にどの位減らすかを提示させる。

・石油に代わるエネルギーを開発し、世界中で使用することを義務付ける。

など

各国がそれぞれの立場を主張すれば、必ず対立が起こる。それをどのように合意することが

できるかを考えるという答えのない問題に取り組ませたため、生徒から様々な意見が出た。机

間指導を行い、ペア学習で滞っているところもあったため、４人のグループをつくり意見を交

換させた。また、グループで出た意見を発表させ、クラス全体での共有を行い、考えを深めさ

せた。

授業のまとめとして、地球温暖化だけでなく、オゾン層破壊や砂漠化などの地球環境問題全

般を解決するために日本ができることとその理由、自分ができることとその理由をワークシー

トに記入させた。ある程度記入が終わった後、ペアで意見交換を行い、地球温暖化をはじめと

する地球環境問題への関心を高めた。評価は、これまでと同様に机間指導での見取り、回収し

たワークシートで行った。

「関心・意欲・態度」の評価規準

地球環境問題に対する解決策を、日本や自己の在り方と関連させながら考察しようとしてる。

生徒の状況は、ほとんどの生徒が日本にできることあるいは自分にでき

ることを挙げて、その理由を記入することができた。地球温暖化問題にし

か触れていない生徒も多かったため、地球環境問題として考えるように指

示した。また、将来の自分にできることも考えるように指示した。
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事前のアンケート結果では、板書を利用した一斉授業の割合が高かったが、事後のアンケートでは、

グループ討論の割合が高くなった。単に黒板の文字をノートに写し、ワークシートを一人で行うより

も、ペアやグループで討論を行う活動を取り入れることで理解を深めることができることが分かった。

自由記述欄には、図３のような回答があった。しかし、事後のアンケートでも４割近くの生徒が板書

を利用した授業が理解を深めるのによいと答えているため、板書を利用した授業とペア学習やグルー

プ学習などを融合して、生徒自身が積極的に授業に参加できるよう工夫する必要がある。

５ 成果と課題

(1) 成果

評価規準を明確にしたことで、生徒は授業に集中することができ、教師は生徒の様子を把握し

つつ授業を進めることができた。また、生徒のノートやワークシートなどを確認しながら評価で

きた。

１時間の授業で４つの観点全てにおいて評価規準を設定し評価するということはせず、授業の

ねらいを達成するように２つ程度に絞って計画したため、重点的に評価することができた。

生徒は、単元を通して、段階を踏んで「幸福、正義、公正」について理解することができた。

そのため、この後の授業の中でも「幸福、正義、公正」を用いて考察させることができると考え

られる。

グループ学習を効果的に行うことで、生徒が授業に主体的に参加することができた。自分で考

えることや自分の意見を述べることができるようになった。また、単元のまとめとして、「幸福、

公正、正義」という思考の枠組みから、現代社会の諸問題だけでなく自身の将来についても考え

たことで、この後の授業へ臨む態度が変わった。

図３ アンケートに記入した内容

図２ 分析したアンケート調査の項目とアンケート結果
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(2) 課題

「幸福、正義、公正」を用いて現代社会の諸課題を考察することは、答えのない難しい内容で

あり、生徒が主体的に活動するためには、教材研究が重要性であると改めて気付かされた。

教師側が無理なく生徒の学習状況を的確に評価できるように評価規準を設定していくことが大

切であるため、評価しやすい上に生徒が主体的に取り組めるような授業の工夫やワークシートの

工夫が必要である。また、評価したことを生かしたペーパーテストの作成を行うように工夫した

い。

＜使用教科書等＞

『新現代社会』（第一学習社）

『最新現代社会』（教育出版）

文部科学省『高等学校学習指導要領解説 公民編』（平成22年）

国立教育政策研究所『評価規準の作成，評価方法等の工夫改善のための参考資料【高等学校 公民】』

（平成24年７月）



- 24 -

ワークシートNo.１ 資料１

ワークシートNo.２ 資料２
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ワークシートNo.３ 資料３



- 26 -

事例２ 「政治・経済」における指導と評価の工夫Ⅰ

～多様な角度から考察することを目指して～

１ ねらい

「高等学校学習指導要領解説 公民編」において「政治・経済」は、「現代の政治，経済，国際関係

の動向や本質を把握させ，それらに関する客観的な見方や考え方を深めさせて，平和で民主的な国家

・社会の有為な形成者として必要な公民としての資質を養うことを基本的性格としている。」と書かれ

ている。また、「今回の改訂では，グローバル化や規制緩和が進展し一層の変化が予想される社会にお

いて，日本人としての自覚をもって国際社会で主体的に生きること，持続可能な社会の実現を目指す

など，公共的な事柄に自ら参画していく資質や能力の育成が求められていることに留意した」ことか

ら、自ら考え、判断、行動できる資質能力の基礎として、見方・考え方を深めさせることに重点を置

く学習が必要である。

本事例では、大項目「（１）現代の政治」中項目「ア 民主政治の基本原理と日本国憲法」「イ 現

代の国際政治」を取り上げる。

公民科は用語を単に暗記するのではなく、学んだ言葉や内容を「素材」として、実社会で起きてい

る事象に対してどのように「素材」を扱うのかが重要である。また、「公正に判断する能力と態度を養

い、社会的な見方や考え方を成長させること」や「社会的事象に対する客観的で公正な見方や考え方」

を、実際に起こっている事象を通して、身に付けさせたい。特に戦争や紛争は、その当事者双方が「正

義」を掲げているものであり、それぞれの「正義」を公正に判断する力を養うことは、今後の実社会

を生きていく生徒にとって、必ず有意義なものになる。ややもすると、一方の立場にのみ立脚し、他

の立場に立つことなく相手を批判し、日常生活における相互理解が進むことなく、不信感が芽生え、

さらには揉め事の火種にもなることがある。「客観的で公正な見方や考え方」は、道徳心の育成ととも

に、有為な社会の形成者を育成する上でも、極めて重要なポイントである。そこで、本事例では政治

・経済の科目を通じ、様々なステークホルダーの立場に立って１つの事象にアプローチしていく基礎

力を育成することを目的とし、そのためには常に様々な立場に立って物事を見つめていく姿勢を養わ

せるような指導を行っていきたいと考えた。そこで、第１段階では裁判員制度を題材として、様々な

立場に立って考察し、第２段階では戦後国際政治を題材として、時事問題を用いて立場の違いから多

様な角度から考察することを目指すことにした。

２ 授業実践（第１段階）

(1) 単元名 裁判所のしくみと人権保障

(2) 単元の目標

国民の権利や自由といった人権保障のためには、司法権の独立が不可欠であることを理解する。

また、司法制度の特質を理解するとともに、裁判員制度など国民の司法参加の在り方について考

察しようとする。
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(3) 単元の評価規準

関心・意欲・態度 思考・判断・表現 資料活用の技能 知識・理解

・司法制度に対する関 ・司法制度を多面的・ ・司法の本質や特質、 ・司法を通じた人権保

心を高め、現代日本の 多角的に考察し、司法 望ましい司法の在り方、障の在り方や、司法制

司法の動向や様々な特 参加の在り方について 主権者としての司法参 度改革の要因と裁判員

質について、裁判員制 社会の変化や様々な考 加の在り方に関する諸 制度について理解し、

度など国民の司法参加 え方を踏まえ公正に判 資料を様々なメディア その知識を身に付けて

の在り方について客観 断して、その過程や結 を通して収集し、学習 いる。

的に考察しようとして 果を様々な方法で適切 に役立つ情報を適切に

いる。 に表現している。 選択して、効果的に活

用している。

(4) 単元の指導計画と評価計画（４時間）

次 時
学習内容・ねらい等 評価の観点 評 価 規 準 等

関 思 技 知

１ ２ ・裁判所のしくみと機能

○人権を保障するためには、司法権の独立 ● ・司法権の独立が人権保障にな

が不可欠であることを理解する。 ぜ不可欠なのかを理解してい

る。

○裁判所の組織や裁判の種類、裁判官の身 ● ・裁判官の身分保障が司法権の

分保障を理解する。 独立の根幹であることを理解

している。

○違憲立法審査権や統治行為論を通じて、 ● ・違憲立法審査権や統治行為論

司法の本質や特質、望ましい司法の在り を、その理由や過去の判例な

方についての学習に役立つ情報を適切に どから、学習に役立つ情報を

選択して、活用する。 適切に選択して、効果的に活

用している。

２ １ ・国民の司法参加の拡充

○司法制度改革の背景と、その内容につい ● ・司法制度改革を通じて、主権

て理解する。 者としての司法参加の一つと

しての裁判員制度について理

解している。

○裁判員制度が導入された背景と司法参加 ● ・裁判員制度導入の背景要因と

の在り方について公正に判断する。 その意義について、様々な立

場から考察し、表現している。

１ ○司法の在り方について、関心を高める。 ● ・現代日本の司法の特質や在り

方を、様々な立場の意見を勘

案しながら、意欲的に追究し

ようとしている。

本事例では、ゴシックの部分の指導と評価についての実践を取り上げる。

３ 授業の様子（第１段階）

実践校の生徒は、教師の発問に対して、教科書から抜き出して答えようとしていたり、教科書に載
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っていないような発問に対しては、同じクラスの生徒が答えた内容と同じことを繰り返したりするこ

とが続いていた。また、教師が生徒が発言したことに対して、異なる立場からの発問をすると、答え

に窮してしまう場面が少なくなかった。

そこで、授業を通して、多角的・多面的に考察する学習方法を取り入れ、社会的事象を客観的に考

察する力や態度を身に付けさせたいと考えた。

この単元では、「日本の裁判の制度には、どのような課題があるのだろう。」を大きなテーマとして

実践を行った。そのため、第１次では、「司法権が独立しているのはなぜだろう。」第２次では、「裁判

員制度にはどのような課題があるのだろう。」をスモールステップのテーマとして多様な角度から考察

することで、単元の目標を達成するように授業を行った。

本時の目標

・司法制度改革を通じて、主権者の司法参加の一つとしての裁判員制度について理解する。

・裁判員制度の意義について、様々な立場から考察し、表現する。

本時の指導（第３時）

学習内容 生徒の学習活動 指導上の留意点 評価

導入 前時の振り返りと本 ・本時の活動内容の説明

時の確認 を聞く。

展開 司法制度改革 ・司法制度改革の背景と ・司法制度改革がなぜ ・司法制度改革を通じ

その内容について理解 必要かを生徒の発言 て、主権者としての

する。 とワークシートへの 司法参加の一つとし

記述で確認する。 ての裁判員制度につ

いてを理解してい

る。

【発問、ワークシート】

（知）

裁判員制度 ・裁判員制度の概要を理 ・裁判員制度のイメー ・様々な立場から裁判

解する。 ジを聞く。 員制度を考察し、表

・裁判員制度のメリット ・個別に考察させ、机 現している。

・デメリットを様々な立 間指導で理解が不十 【発問、ワークシート】

場から考察する。 分な生徒を支援す （思）

る。

・グループを作り、意

見交換をさせる。

・裁判員制度のメリット ・グループの代表に板

・デメリットを発表す 書させ、発表を行わ

る。 せる。

・自分と違う意見をメ

モするように指示す

る。

ま 次時の学習内容の予 ・ワークシートを提出す

と 告 る。

め
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第１段階として裁判員制度を取り上げたのは、この制度を取り巻く関係者の立場が資料集に載って

おり、生徒が取り組みやすいこと、また将来、自分たちが裁判員候補者に選任される可能性もあるた

め、これから社会の構成員の一員として考えておく必要があること、などが主な理由である。

授業の前半では、最近の司法制度改革と、その中における裁判員制度の概要を説明した。この際、

あえて様々な立場に立った説明をしないようにした。ここで説明をしてしまうと、生徒の頭の中に裁

判員制度を取り巻く様々な課題についての意見や考えが残ってしまい、次の学習内容に予断をもって

臨んでしまうことを懸念したためである。「司法制度改革を通じて、主権者としての司法参加の在り方

を理解している。」の評価は、授業での発問に対する発言、ワークシートへの記入状況で評価した。

そして後半は、「裁判員制度を様々な立場から考えよう！」と題して、主にワークシート①資料１と

教科書、資料集を用いながら授業を展開した。生徒がワークシート①を記入している間に、机間指導

しながら生徒の記入状況を観察し、「メリット」や「デメリット」を記入できない生徒には個別に指導

した。

「思考・判断・表現」の評価規準

様々な立場から裁判員制度を考察し、表現している。

それぞれの項目を埋められた生徒は少なく、埋められても一言だけを記入

するのが精一杯であった。特に「メリット」と「デメリット」の双方を記入

するのが難しいよう

に見受けられた。

裁判員制度の「メリット」か「デメリッ

ト」どちらかを全ての項目にわたって書い

ている生徒を「おおむね満足できる」状況

（Ｂ）と判断した。また、「メリット」と

「デメリット」双方を、前時の既習事項を

用いて全ての項目にわたって書いている生

徒は「十分に満足できる」状況（Ａ）と判

断した。「努力を要する」状況（Ｃ）と判

断した生徒には、机間指導しながら個別に

資料の読み方や、見るべきポイントを指導

し、単語や一言でもよいので書き込むよう

個別指導をした。

生徒各自がワークシート①の項目全てに記入

するのは、ワークシート①に設けた立場が多く、

全ての立場に立って考えることが難しいのでは

ないかと感じた。

そこで次に、生徒をグループに分け、それぞ

れの意見を生徒間で交換するよう指導した。そ

こで他の生徒の意見を聞きながら、参考になっ

た意見をワークシートに自分が記入したものと

は違う色で記入していくよう指導した。そのた

図１ Ａと判断した生徒のワークシート①

図２ Ａと判断した生徒のワークシート②
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め、図１、図２のように多くの項目で考え、記入することができた生徒が多くなった。そして、その

活動後に各グループの代表者がまとめた意見を黒板に書き（図３）、クラス全体に発表した。

生徒は自らの意見を発表することが恥ずかしいと感じ、発

表することをためらいがちであるため、グループの意見とし

て発表するように指導した。また、教員が板書された意見に

解説を加えていくと、生徒はワークシートに解説を追加でメ

モしたり、新たに気付いたことを記入したりしていた。

この授業においては他の生徒と意見交換をし、自らワーク

シートに記入するなど、生徒が積極的に授業に取り組む姿勢

が見られるようになった。

活動や発表の最中に教員が机間指導し、各グループ内での

討議にアドバイスをしたり、「この意見はどこから読み取る

ことができたのか？」などと一言加えたりしながら、生徒の記入状況を観察した。また、授業後には

ワークシートを回収し、生徒の記入状況を確認した。

第１段階から、メリット、デメリットの２つの立場を示しても、多くの項目があると考えることが

難しくなることがわかり、項目を精選する必要がある。グループ学習を取り入れたことで、生徒が積

極的に参加し、黒板に書くことで多くの意見を共有できることがわかった。また、発表や板書から自

分の意見になかったことを赤文字などで追加している生徒が多かったものの、自分で考えた文字と同

じ色で他の人の意見を書いている生徒も見られた。そのため、第２段階では、個人での活動からグル

ープ活動、発表する活動を継続するとともに、ワークシートの工夫と考察する立場の精選を行ってい

くことにした。

４ 授業実践（第２段階）

(1) 単元名 戦後国際政治の展開

(2) 単元の目標

冷戦から平和共存、多極化へと至る戦後国際政治の動向を理解するとともに、国際政治の特質

や国際紛争の諸要因について把握する。また、ポスト冷戦時代の国家と国家、国家と民族、国家

と個人といった国際秩序を形成する種々の関係とあるべき姿を考察しようとする。

(3) 単元の評価規準

関心・意欲・態度 思考・判断・表現 資料活用の技能 知識・理解

・戦後国際政治の特質 ・戦後国際政治の特質 ・国家間の対立や民族 ・主権国家による国益の

や、国家間の対立や民 について多面的・多角 紛争などの国際紛争の 追求により対立が避けら

族紛争など国際紛争の 的に考察し、国際紛争 諸要因についての学習 れないこと、戦争はその

諸要因を意欲的に追究 の諸要因について社会 に役立つ情報を適切に 対立を武力により解決し

し、日本の役割につい の変化や様々な考え方 選択して、効果的に活 ようとするものであるこ

て客観的に考察しよう を踏まえ公正に判断し 用している。 と、その対立を解消する

としている。 て、その過程や結果を ために調整し協調するこ

様々な方法で適切に表 とが国際政治に必要とさ

現している。 れることについて理解し、

その知識を身に付けてい

る。

図３ 授業の様子
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(4) 単元の指導計画と評価計画（７時間）

次 時
学習内容・ねらい等 評価の観点 評 価 規 準 等

関 思 技 知

１ １ ・東西対立と冷戦

○戦後の冷戦構造の形成と多極化の進展に ● ・冷戦構造の形成を、政治、経

ついて、経済的対立とともにイデオロギ 済、軍事各組織の構築を通じ

ー対立が関係していたことを理解する。 て理解している。

○歴史的背景を探りながら、戦後のイデオ ● ・冷戦の展開や特徴を、軍事関

ロギー対立と、東西両陣営の勢力範囲の 係を例として考察している。

せめぎ合いを考察する。

２ １ ・緊張緩和から多極化へ

○緊張緩和から多極化へ紆余曲折を経なが ● ・緊張緩和・多極化が、どのよ

ら進行したことを、各国の意図を読み解 うな事情や背景の下で進行し

きながら考察する。 たかを考察している。

３ ２ ・南北問題と冷戦終結

○南北問題やＮＩＥＯ樹立宣言を通じて、 ● ・第三世界の形成と冷戦の関係

第三世界の形成を理解する。 を、国際関係の複雑化と関連

付けて理解している。

○東西両陣営の経済状況を踏まえて、冷戦 ● ・冷戦終結の背景を探り、終結

終結を理解する。 に至る過程を理解している。

４ １ ・冷戦後の国際紛争

○冷戦後の国際紛争の特徴や背景に加え、 ● ・冷戦後の国際紛争について役

米同時多発テロを転換点とした近年の国 立つ情報を適切に選択し、効

際情勢の混迷と複雑化についてまとめる。 果的に活用している。

○新聞記事等を用い、現代の国際問題の諸 ● ・国際紛争の諸要因について、

要因を探ることを通して、国際問題への 時事問題を通じて知識を身に

知識を深める。 付けている。

１ ○イスラームが関係する様々な出来事を理 ● ・1980年代以降にイスラームが

解する。 関係して発生した様々な国際

問題を理解している。

○現代の国際問題を日本やイスラームなど ● ・イスラームの特徴を概観し、

の視点から考察する。 現在の国際情勢の混迷を、様

々な立場から考察し、まとめ

ている。

５ １ ・日本の国際貢献

○これからの日本は、世界の中でどのよう ● ・日本が果たすべき役割や世界

な貢献をしていくべきかを追究する。 から求められる役割について、

意欲的に追究しようとしてい

る。

本事例では、ゴシックの部分の指導と評価についての実践を取り上げる。
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５ 授業の様子（第２段階）

この単元では 「第二次世界大戦という悲惨な戦争があったのにも関わらず、現在でも国際紛争が続、

いてしまっているのはなぜだろう。平和な世界を実現するために日本はどのようなことをするべきだ

ろうか 」を大きなテーマとして実践を行った。そのため、第１次では 「ともに反ナチスで戦った米。 、

ソが対立したのはなぜだろう 」第２次では 「米ソ対立がどのように世界に影響を与え、どのように。 、

。」 「 、 。」変わっていったのたのか 第３次では 第三世界の形成が 冷戦終結にどのような影響を与えたのか

をスモールステップのテーマとして多様な角度から考察することで、単元の目標を達成するように授

業を行った。

そして、第４次では「なぜ、現代の国際問題は複雑化しているのだろう 」をテーマとして第１時に。

米同時多発テロを題材に冷戦後の国際紛争について学習し、第２時では 「公平」の観点からイスラー、

ム世界を取り上げて考察した。第２時の実践の概要は以下のとおりである。

本時の目標

・1980年代以降にイスラームが関係して発生した様々な国際問題を理解する。

・イスラームの特徴を概観し、現在の国際情勢の混迷を、様々な立場から考察し、まとめる。

本時の指導（第６時）

学習内容 生徒の学習活動 指導上の留意点 評価

導 入 イスラームと ・本時の活動内容の説明を ・イスラームの教義につい

は 聞く。 て確認する。

展 開 戦後国際政治 ・イスラームが関係する様 ・出来事とともに発生年を ・1980年代以降にイス

とイスラーム 々な出来事を、既習事項 記入するように指示する ラームが関係して発。

を踏まえながら理解す ・机間指導を行い、理解が 生した様々な国際問

る。 不十分な生徒を支援する 題を理解している。。

【 】・時事問題からイスラーム ・新聞記事を用いて、イス 観察・ワークシート

の主張について理解す ラームについて説明する （知）。

る。

日本、欧米、 ・武装勢力の台頭と国際社 ・個別に考察させ、机間指 ・イスラームの特徴を

ムスリム 会の反応を様々な立場で 導で理解が不十分な生徒 概観し、現在の国際

考察する。 を支援する。 情勢の混迷を、様々

・グループを作り、意見交 な立場から考察し、

換をさせる。 まとめている。

【 】・様々な立場の考えを発表 ・グループの代表に板書さ 観察・ワークシート

する。 せ、発表を行わせる。 （思）

ま 次時の学習内 ・ワークシートを提出す

と 容の予告 る。

め

まず、ワークシート② を用いながら、戦後国際政治の中で、イスラームが関係した出来事な資料２

どを授業の振り返りを兼ねて書くよう指導した。

その際、出来事とともに発生年を記入するように指示した。生徒が記入している間に机間指導を行

い、知識・理解の観点における生徒の状況を見るために 「1980年以降にイスラームが関係して発生し、
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た様々な国際問題を理解している」という評価規準に基づき、生徒の記述を点検した。授業を振り返

りながら、イスラームが戦後国際政治に与えた影響について理解しているかどうかを、ワークシート

②の「１」への記入内容を確認することによって「知識・理解」の観点から見取った。

「知識・理解」の評価規準

1980年以降にイスラームが関係して発生した様々な国際問題を理解している。

生徒の状況は、授業で用いたノートや教科書を参考にしながら、1979年

のアフガニスタン侵攻から2003年のイラク戦争までの主要な出来事を書く

ことができた。

1980年以降の主要な出来事を書き出すことができた生徒を「おおむね満足できる」状況（Ｂ）と

判断した。また、「努力を要する」状況（Ｃ）と判断した生徒には、教科書や資料集で関係するペ

ージを見返しながら、湾岸戦争からイラク戦争までの期間で、イスラームに関係していると思われ

る出来事を記入するように指導した。

ほとんどの

生徒が、ノー

トや教科書、

資料集を参考

にして、前時

までの内容から記入することができていた。中には、1980年以前の出来事を含めて書き出すことがで

きた生徒もいた（図４）。

各自での記入がある程度終わった頃合いを見計らい、何人かの生徒を指名して発表させ、生徒全員

が共通した出来事を記入できるようにした。また、ワークシート②の「１」の記入が終わった後に行

ったワークシート②の「２」への記入状況から、イスラームのイメージは「危険」「テロや戦争が多い」

といった、ネガティブイメージが強いことも把握できた。机間指導を行いながら、何人かの生徒を指

名し、自らのイメージを板書して他の生徒に紹介するよう指導した。

その後、新聞記事資料を配布し、要約をワークシート②の「３」に記入するよう指示した。机間指

導しながら、記入に窮している生徒には、個別指導を行った。ある程度の時間を割いた後、何人かの

生徒を指名し、記入内容を答えさせた。

次に、第４次の授業のまとめとして、ワークシート②の「４」を記入させた。授業者が、「テロは絶

対に許される行為ではないこと」「ジハードのアラビア語の元来の意味は、目標のための努力であり、

本来は神聖や戦争の意味は含まれていないこと」「『クルアーン』においてはこの言葉が異教徒との戦

いや防衛戦を指すことにも使われており、これが異教徒討伐や非ムスリムとの戦争をあらわす聖戦の

意に転じたこと」などを説明した。その上で、この時事問題を様々な立場で国際紛争の複雑化と絡め

て考察させた。その際、予め設定された３つの立場から時事問題にアプローチすること、そして、そ

の立場に立って考えたことを箇条書きでもよいので記入するよう指示した。

このワークシート②を作成した際に留意したのは、【第１段階】における生徒の状況から、あまりに

多くの立場を設定しすぎると、生徒の発想を混乱させてしまう恐れがあり、記入に手間取ってしまう

ことである。そこで、今回のワークシート②作成上の工夫としては、設定した立場を精選して３つに

絞るとともに、「その他気づいたこと」の欄を設け、設定項目以外の立場にまで考察する生徒に配慮し

図４ 生徒が記入した内容
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プで話し合い、各自記入するようにした。

６ 成果と課題

(1) 成果

第１段階で、１つの問題に多くの立場からメリット、デメリットを考え、第２段階では、１つ

の問題に多くの立場で考える工夫をした。そのため、生徒が様々な立場に立った考えを認識し、

考察することができるようになったと感じた。その後の授業においても、時事の話題を提供し、

生徒からそれぞれの課題意識や考えを聞くようにした。その際、多くの生徒は最低でも２つ、な

いしは３つの立場に基づいて意見を述べるようになってきた。また、指導を通じて授業者自身も

時事問題に対し、単一的なアプローチだけではなく、学際的なアプローチを行うことの重要性を

再認識することができた。

また、従前のように「指導は授業時に、評価は授業後やテスト時に」という考え方ではなく、「指

導と評価の一体化」を強く意識することにより、本時の授業では何を指導し、どの程度にまで生

徒の学習が進めばよいのかが明確化された。これにより、授業時の発問の工夫や内容の精選、ワ

ークシート作成時に生徒の反応を予想することの重要性を再確認することができた。

(2) 課題

本研究で用いたワークシートでは、「なぜそのように考えたのか」という、思考の因果関係を生

徒自身の中で整理させることができなかった。これに関しては、本研究が終了した後でも、ワー

クシートの更なる工夫と改善や、生徒の基礎的学力向上への取組に不断の努力を続けていかねば

ならないと感じた。

＜使用教科書等＞

・『高等学校 政治・経済』（数研出版）

・『最新図説 政経』（浜島書店）

・日本イスラム協会ほか監修『新イスラム事典』（平凡社）（2002年）
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ワークシート① 資料１

ワークシート② 資料２
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事例３ 「政治・経済」における指導と評価の工夫Ⅱ

～ディベートを通して課題を探究する学習を目指して～

１ ねらい

学習指導要領の「政治・経済」における、大項目「（３）現代社会の諸課題」の中項目「ア 現代日

本の政治や経済の諸課題」を取り上げる。大項目（３）は、科目のまとめとして位置付けられている。

また、内容の取り扱いでは、「内容の(1)及び(2)で学習した成果を生かし，地域や学校，生徒の実態等

に応じて，ア及びイのそれぞれにおいて課題を選択させること。その際，政治や経済の基本的な概念

や理論の理解の上に立って，事実に基づいて多様な角度から探究し，理論と現実との相互関連を理解

させること。」とある。そのため、これまでに学習したことを活用して、思考力・判断力・表現力を高

める工夫をしなければならない。

そこで本事例では、農業と食料問題を取り上げ、日本経済と経済摩擦の観点からディベートを行う

ことにより、指導と評価の一体化を実践していこうと試みた。実践校の生徒は、地歴公民科は用語を

暗記することと捉えている生徒が多く、授業はともかく試験のために暗記して点数がとれればよいと

いう考えを持った生徒が少なくない。しかし、公民科は、国際社会において日本人がどうあるべきか

を考える重要な教科であり、卒業後の社会に直結する教科である。本事例では、互いに議論し、自分

たちで結論を導いていく過程を評価する授業を実践した。

２ 授業実践

（1） 単元名 日本経済と経済摩擦

（2） 単元の目標

相互依存関係を強める国際経済の中で、国際経済の安定と成長のために果たすべき日本の役

割や国際協調の必要性について、主体的に考える。

（3） 単元の評価規準

関心・意欲・態度 思考・判断・表現 資料活用の技能 知識・理解

・国際経済の安定と成 ・現代の国際経済の諸課 ・現代の国際経済に関 ・日米貿易摩擦や産

長のために果たすべき 題を貿易摩擦などから見 する資料を資料集や新 業の空洞化が起きた

日本の役割について客 いだしている。 聞・インターネットな 経過、国際協調の必

観的に考察しようとし ・国際経済の特質を多面 ど、様々なメディアを 要性、国際経済機関

ている。 的・多角的に捉え、貿易 通して収集し、学習に の役割について理解

など日本の経済活動につ 役立つ情報を効果的に し、その知識を身に

いて各国の状況を踏まえ、活用している。 付けている。

公正に判断している。
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（４） 単元の指導計画と評価計画（５時間）

次 時 学習内容・ねらい等 評価の観点 評 価 規 準 等

関 思 技 知

１ １ ・自由貿易と貿易摩擦 ● ・80年代から現在までの流れを理解

○1980年代に起こった日米貿易摩擦と90年代の し、自由貿易や産業の空洞化につ

自由貿易に関する交渉や日本国内で起こった いて理解している。

産業の空洞化などの過程について理解する。

２ ２ ・ディベートの準備 ● ・ＴＰＰに対して、賛成・反対の主

○ＴＰＰに賛成・反対の意見をまとめるととも 張の根拠を様々なメディアを通し

に、その理由を明確にするために様々な資料 て収集し、学習に役立つ情報を効

から情報を収集する。 果的に活用している。

１ ・ディベートの実施 ● ・ＴＰＰを通して、国際経済の特質

○国際経済の特質を多面的・多角的に捉え、か を多面的・多角的に捉え、貿易な

つ各国の状況を踏まえ、日本の課題とつなげ ど日本の経済活動について各国の

て考察するとともに公正に判断する。 状況を踏まえ、公正に判断してい

る。

１ ・国際貿易と今後の日本の役割 ● ・国際経済の安定と成長のために果

○ディベートを振り返り、今後の日本の課題を たすべき日本の役割について客観

理解し、果たすべき日本の役割を考える。 的に考察しようとしている。

本事例では、ゴシックの部分の指導と評価についての実践を取り上げる。

３ 授業の様子

ＴＰＰを素材に、日本の貿易の在り方について考えを深めさせるために、第１次において、1980年

代の日米貿易摩擦から1990年代の自由貿易の進展、国内産業の空洞化について、説明及び小テストを

実施した。その際、観察及び小テストで知識・理解の評価を行い、全員がおおむね満足できる状況（Ｂ）

と判断した。

第１次で、自由貿易の進展と国内産業の空洞化について理解できていたことから、第２次では、貿

易を切り口にＴＰＰについて考察させることを実践した。

まず、資料１を配布し、教科書・資料集の内容も確認しながらＴＰＰの概要を簡単に説明した。そ

の際、賛成・反対一方の立場に立って説明せず、中立的な立場で説明するとともに、生徒が事象から

ＴＰＰについてのメリットとデメリットを判断できるように心掛けた。

次に、授業の内容を踏まえて、ＴＰＰに賛成か反対か理由を含めて答えるアンケートを実施した。

率直な意見が書けるように工夫するとともに「どちらとも言えない」という生徒が多くならないよう

にした。また、アンケートの結果をもとに賛成と反対のグループに分け、ディベートを行うことを予

告した。「どちらとも言えない」と答えた生徒は、理由の記述をもとに賛成・反対のグループに振り

分けた。
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司会は授業者が行い、発表の内容で難しい用

語などがあった場合に補足説明するが、評決に

関わるような発言はしない。発表等は一人２分

以内として、時間厳守とする。反対質問中に不

規則な異議を唱えない、ディベート中に反対質

問者と最終弁論者が相談することは時間内であ

れば可とする、以上のようなルールを決め、実

施した。

図２のようにプレゼンテーションソフトを使

ってディベートの進行を行い、発表者を向かい

合わせて座らせ、賛成派・反対派が相手と近づ

き過ぎずに相談できるように工夫した。図３の

ように後方に傍聴人を配置し、議論をメモでき

るようにした。また、傍聴人には資料３を配付

し、討議の中で、双方の主張の要点や課題を明

確に理解し、多様な観点から賛否を判断し、そ

の理由を明らかにしてワークシートに記入する

ように指示した。発表者にも資料３を配付し、

相手の発表内容をメモするように指示した。

発表者は、作成した発表原稿をもとに発表を

進めた。ディベートが始まると、傍聴人も含め

てとても意欲的に授業に参加していた。

ディベートの様子

○賛成派の主な発表

・多くの食品を輸入に頼っている。ＴＰＰでは、

食の安全基準をしっかり定め、輸入する際の検

査項目などが統一されるメリットがある。その

ため、今より安全な食品を安心して食べられる

ようになる。

・現在、混合診療を原則禁止しているが、参加す

れば混合診療が受けられるようになる。海外の

医療を受けることもできるので、海外の最新医

療を受診することも可能になる。短期間で治療ができれば、保健医療のコスト削減にもなり、サ

ービスの向上が期待できる。また、現在は移植手術を海外で受けるケースが多いが、参加後は日

本で救える命が増える。

・教育サービスにも税金がかからないメリットが考えられる。

・外食チェーン店の値段が下がる。

・昨年、ＴＰＰ参加国に支払った関税は、1300億円以上。その分のお金を自動車の開発、製造にま

わすことができる。国産車を安く海外に輸出でき、産業の空洞化に歯止めをかけられる。関税が

なくなれば、ＧＤＰが実質3.2兆円増える。

図３ 傍聴人の配置

図２ ディベートでの配置

図４ 発表の様子
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○反対派の主な発表

・米国は、ＢＳＥ疑惑のある食品や遺伝子組み換え食品、多数の食品添加物、食品農薬残留値に対

する規制緩和を要求している。非関税障壁の撤廃と日本の食品安全基準がリンクされる可能性が

高い。

・ＥＵをはじめ世界各国が米国産牛肉や遺伝子組み換え食品を厳しく規制していることを考える

と、参加は食の安全を軽視することになる。

・米国産、オーストラリア産の品質の良いコメが、現在日本で流通している同水準のコメに置き換

わる。政府の試算では、約6500億円になる。安い輸入米の影響で、国産米の値下げは避けられな

い。１兆円あまり減る計算になる。消費者にはありがたいが、生産農家が衰退してしまうのでは

ないか？

・農業従事者が少なくなり、日本の食料自給率は、現在の約40％から13％になってしまう。

・日本は、ＦＴＡやＥＰＡを締結し、貿易の自由化を進めてきた。ＦＴＡ、ＥＰＡでは「重要な品

目は対象外」としてきた。ＴＰＰは、「特定の品目を除外するのは難しい」協定である。

・医療を今までのように安く受けられなくなる可能性がある。薬価規制の撤廃、国民皆保険の崩壊

で、アメリカの高価な医療制度が日本に入ってくるため、病院に行けなくなる人も出てくる。公

的医療保険での格差が生じる可能性がある。また、医者が自ら医療費を設定できることから、高

額な医療費を請求されることが考えられる。

○賛成派からの反対質問

・現在、日本のコメは中国や香港の富裕層に人気がある。日本の安全で安心なコメを輸出すること

で、生産農家の減収は抑えられるのではないか。

・現在でも、輸入食品での食中毒事件や異物混入事件が起こっている。現在でも基準が曖昧になっ

ていることを考えると統一基準を設けた方がいいのではないか。

○反対派からの反対質問

・農家の収入が減り、農家の数が減ってしまうことによって食料自給率がさらに下がることに問題

はないか。

・食の安全について、現在の日本の基準をＴＰＰの基準に下げると、食品への異物混入や食中毒の

問題がこれまで以上に増えないか。

・最新の医療を受診できるようになるようだが、受診するのにも高額な医療費が発生することが考

えられ、今よりも病院にかかれなくなり、国民の健康に不安がないか。

○賛成派の最終弁論

・コメ生産農家への影響はあると思うが、日本の高品質のコメは、海外でも人気があり外国産に十

分対抗できる。

・食の安全は、ＴＰＰで統一基準を明確にしているため、今よりもしっかりした対策ができる。

・医療では、最新医療を受診できることなどからメリットが多い。

・日本は、工業製品を多く輸出しており、収入増が期待できる。収入が増えれば、国民の生活への

良い影響が考えられる。
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○反対派の最終弁論

・やはり、農家が減少することは、日本

にとって深刻な問題である。今までど

おり特定の品目を除外し、日本の農業

を守らなければならない。

・食品添加物、食品農薬残留値に対する

規制緩和が行われれば、輸入食料品で

の食中毒事件が多くなりかねない。

・アメリカの高価な医療制度が日本に入

ってくるため、病院に行けなくなる人も出てくる。病院に行くにも格差が生じてしまう恐れがあ

る。

生徒は、調べた内容を相手にわかりやすく発表した（図４）。また、反対質問や最終弁論も相手の

意見を取り入れながら行うことができた（図５）。

ディベートは、反対派が有利に展開していた。しかし、賛成派の生徒が自分の言葉で、不利な形勢を

逆転しようと最終弁論に臨んでいた。

最終的に反対多数となりクラスの評決は終了した（図６）。ただし、評決された意見がすべてではな

いこと、ディベートは裁判のように相手を打ち負かすことではないことを説明し、議論において相手

を尊重しつつ自分の考えを伝えるために、様々な判断材

料の提示が不可欠なことを説明した。

当初は、発表内容に関する「思考・判断・表現」の評

価を実施しようと考えていた。しかし、ディベートの進

行に多くの時間を割いてしまうことから、十分に評価を

することが難しいことが考えられた。そのため、ディベ

ート終了後にディベートを通して考えたことをワークシ

ートに記入させ、記述内容などを評価することにした。

「思考・判断・表現」の評価規準

ＴＰＰを通して、国際経済の特質を多面的・多角的に捉え、貿易など日本の経済活動について

各国の状況を踏まえ、公正に判断している。

生徒は、積極的にディベートに参加したため、意欲的に記入していた。

議論の中心となった医療、農業だけでなく、必ず貿易に関することを記入

するように指示した。

ＴＰＰを通して、国際経済の特質を多面的・多角的に捉え、貿易など日本の経済活動について

各国の状況を踏まえ、公正に判断している生徒を「おおむね満足できる」状況（Ｂ）と判断した。

また、自分の考えも含めて考察している生徒は「十分に満足できる」状況（Ａ）と判断した。熱

心なディベートを行ったため、全員が考えを深めることができた。

図６ 評決の様子

図５ 最終弁論の様子
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資料１

ＴＰＰについて考える

ＴＰＰ（ ）

2006年に発効し、ブルネイ・チリ・ニュージーランド・シンガポールが原加盟国の自由貿易協定

のこと。その後、アメリカやカナダ、オーストラリアなどの（ 太平洋 大西洋 ）を囲む国々

が加盟した。日本は、全交渉参加国の承認によって2013年７月から（ ）番目の国としてＴ

ＰＰ交渉会合に参加した。

ＴＰＰへの参加は、日本にとって（ 輸出 輸入 ）競争力の維持・向上というメリットが

ある反面、外国の（ 高い 安い ）農産物の（ 輸入 輸出 ）で農業が打撃を受けたり、規

制（ 強化 撤廃 ）により食や医療分野の安全が脅かされたりするデメリットがあると指摘さ

れている。

資料２
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資料３
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Ⅳ おわりに

今回の調査研究では、公民科の「現代社会」「政治・経済」において、指導と評価の一体化を目指

し、授業の工夫改善を試みた。

各事例とも、授業を行うに当たって、評価規準を明確にすることを意識し、一人一人の生徒の学習

活動を適宜評価していくことを心掛けた。また、生徒の実態を把握し、指導計画と評価計画を作成し、

計画を踏まえた授業を実践し、生徒の学習状況の評価とともに、指導計画と評価計画の評価を行った。

さらに、改善べきことを基に次の指導計画と評価計画を立て、実践、評価、改善をしていくようにす

れば、生徒の学力をさらに高めることが期待できる。

以下に、授業をさらに改善していく上で留意したいことを述べる。

① 言語活動の充実と評価の工夫

今回の３つの事例では、ペア学習、グループ学習、ディベートなどの言語活動を取り入れた授

業を行った。しかし、言語活動の充実は重要であるが、活動自体が目的とならないように、「単

元のねらい」や「本時の目標」を明確にして「評価規準」を設定する必要がある。そのために、

見通しを立てたり学習したことを振り返ったりする活動を、計画的に取り入れるような工夫も考

えられる。事例２で示したように、単元を見通した問いとそこに到達するための、各次程での問

いを考えて授業を実践することにより、振り返りにつながると考えられる。

問いを立てるに当たっては、生徒が主体的に考えるようなものが望ましい。「なぜ」「どのよ

うな」といった理由を聞くような問いを考える必要がある。

また、「知識・理解」に偏ったを評価にならないように、指導と評価を工夫しなければならな

い。授業はもちろんであるが、ペーパーテストの工夫も行い、学習活動とテストを関連付けてい

くことができるような工夫も考えなければならない。

② 「課題解決的」・「体験的」な学習と評価の工夫

今回の事例以外でも、感想文や小論文、３分間スピーチ、研究発表を取り入れるなど、様々

な指導方法の工夫が考えられる。「課題解決的」・「体験的」な学習を評価するためには、学習を

通して身に付けさせたい力を明確にし、評価規準を設ける必要がある。４観点の全てを１時間で

評価するのではなく、１つないし２つの評価を行うようにする。

③ 中学校社会科や他の教科・科目などとの関連を考慮した計画の作成

中学校社会科では、課題解決的な学習を通して諸資料を適切に収集、選択して多面的・多角

的に社会的事象を考察することや、作業的、体験的な学習を重視している。このことを踏まえ、

高等学校での公民科の授業を計画する必要がある。

また、公民科に属する他の科目、地歴・公民科、家庭科、情報科、特別活動、総合的な学習

の時間、道徳などとの関連にも留意する必要がある。今回の調査研究の事例では、事例１では、

政治・経済、家庭科、情報科、事例２では、現代社会、事例３では、現代社会、地理ＡＢとの

関連が考えられる。

本研究の事例を、学校や生徒の実態に合わせて、アレンジしたり考え方を参考にしたりして御活用

いただければ幸いである。
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